
 

 

監査の結果に関する報告の公表公告 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条第９項および第 10 項の規定により次のとおり公表する。 

令和６年３月 26 日 

滋賀県監査委員  清 水 鉄 次 

〃     奥     博 

〃     村 尾 愼 哉 

〃     河 瀬 隆 雄 

滋賀県監査基準（令和２年滋賀県監査委員告示第５号）に準拠し監査を実施したので、その結果を下記のとおり報

告する。 

 

１ 監査の種類 

  地方自治法第 199 条第７項に規定する財政的援助団体等の出納その他の事務の執行に関する監査 

 

２ 監査の対象 

 令和４年度の補助金、交付金、負担金等の財政的援助を与えている団体、出資している団体、借入金の元金または

利子の支払を保証している団体、信託の受託者および公の施設の管理を行わせている団体の当該財政的援助等に係

る出納その他の事務の執行 

 

３ 監査の着眼点 

２に記載の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているか。 

 

４ 監査の実施内容 

あらかじめ監査実施団体等から監査調書等の提出を求め、関係職員からの説明聴取および帳簿、書類その他の記録

の照合により行った。また、必要に応じて書面による監査を行った。 

監査実施団体ごとの財政的援助等の内容および監査実施年月日は、次のとおりである。 

 

 

監査実施団体名、財政的援助等の内容および監査実施年月日 

［出資団体］ 

監査実施団体名 

所管課等 
財政的援助等の内容 監査実施年月日 

びわ湖放送株式会社 

知事公室広報課 

出資金・出えん金累計額       290,439,000円 令和５年11月20日 

滋賀県土地開発公社 

総合企画部企画調整課 

出資金・出えん金累計額       30,000,000円 

地方団体関係団体職員共済組合負担金   1,081,615円 

滋賀県土地開発公社再建対策特別資金貸付金 

1,706,630,530円 

公共用地先行取得事業資金貸付金   4,406,000,000円 

滋賀県土地開発公社公共用地先行取得事業資金借入債

務保証（限度額）         3,886,823,000円 

令和５年11月15日 

公益財団法人滋賀県希望が丘文化

公園 

文化スポーツ部文化芸術振興課 

出資金・出えん金累計額        10,000,000円 

滋賀県希望が丘文化公園、滋賀県立青少年宿泊研修所

および滋賀県立希望が丘野外活動センター指定管理料                           

343,704,000円 

令和５年11月24日 

公益財団法人滋賀県スポーツ協会 

文化スポーツ部スポーツ課 

出資金・出えん金累計額        43,621,000円 

滋賀県スポーツ関係団体事業運営費補助金（滋賀県ス

ポーツ協会運営費補助分）         91,850,322円 

滋賀県スポーツ関係団体事業運営費補助金（登録・認

証制度運用事業費補助分）           444,421円 

滋賀県スポーツ関係団体事業運営費補助金（滋賀県ス

令和５年11月28日 



 

 

ポーツ少年団育成事業分）          542,784円 

滋賀県スポーツ振興補助金（国民体育大会派遣事業） 

71,408,983円 

滋賀県スポーツ振興補助金（競技力向上対策事業） 

295,135,113円 

滋賀県立琵琶湖漕艇場指定管理料     31,418,645円 

滋賀県立栗東体育館指定管理料     35,436,190円 

一般社団法人滋賀県造林公社 

琵琶湖環境部森林政策課 

出資金・出えん金累計額       4,429,908,000円 

森林環境保全直接支援事業補助金     129,084,376円 

森林病害虫等防除事業補助金       3,530,077円 

環境林整備事業補助金         20,842,800円 

単独間伐対策事業補助金         4,825,000円 

林業労働力対策事業費補助金        198,060円 

森林資源デジタル管理推進対策事業補助金 700,000円 

滋賀県造林公社事業資金貸付金    4,820,243,751円 

滋賀県造林公社経営改善資金貸付金 1,431,922,089円 

旧びわ湖造林公社事業資金貸付金 10,669,948,476円 

分収育林促進事業資金貸付金       3,845,219円 

琵琶湖総合開発事業資金貸付金    1,384,537,524円 

令和５年11月28日 

公益財団法人滋賀県緑化推進会 

琵琶湖環境部森林政策課 

出資金・出えん金累計額        410,000,000円 

緑の少年団活動推進事業費補助金     1,000,000円 

令和５年11月24日 

公益財団法人滋賀食肉公社 

農政水産部畜産課 

 

出資金・出えん金累計額       1,372,674,775円 

公益財団法人滋賀食肉公社施設整備資金借入償還金等 

補助金                             134,084,584円 

“安全・安心”しがの畜産物流通促進事業費補助金 

7,600,000円 

滋賀食肉センター基盤維持対策事業費補助金 

200,000,000円 

滋賀食肉センターアセットマネジメント緊急支援事業

費補助金                            52,000,000円 

牛原皮流通環境悪化緊急対策事業費補助金 

5,319,000円 

滋賀食肉センター原油価格高騰緊急支援事業費補助金 

23,772,951円 

財団法人滋賀食肉公社運営資金貸付金  44,408,216円 

公益財団法人滋賀食肉公社経営円滑化資金貸付金 

13,000,000円 

財団法人滋賀食肉公社施設整備資金融資損失補償 

（限度額）             4,341,354,000円 

令和５年11月７日 

株式会社滋賀食肉市場 

農政水産部畜産課 

出資金・出えん金累計額        19,000,000円 

“安全・安心”しがの畜産物流通促進事業費補助金 

7,346,699円 

食肉公社・食肉市場経営高度化支援事業費補助金 

4,966,944円 

新会社移行準備資金貸付金        44,476,313円 

食肉市場経営円滑化資金貸付金     310,000,000円 

令和５年11月７日 

滋賀県道路公社 

土木交通部道路整備課 

出資金・出えん金累計額      9,773,500,000円 

地方職員共済組合団体共済部負担金   2,282,540円 

令和５年11月15日 

 

 



 

 

［補助金等交付団体］ 

監査実施団体名 

主たる所管課等 
財政的援助等の内容 監査実施年月日 

学校法人聖パウロ学園 

総務部私学・県立大学振興課 

私立学校振興補助金         437,853,000円 

私立学校振興補助金（教育改革推進特別経費）                      

10,460,000円 

私立学校光熱費高騰対策支援補助金   2,156,300円 

私立高等学校等特別修学補助金    19,656,450円 

高等学校等就学支援金           157,363,800円 

高等学校等就学支援金事務費交付金     610,437円 

私立幼稚園教育支援体制整備費補助金   1,421,000円 

私立学校給食費物価高騰対策支援補助金  227,310円 

私立学校人権教育代替教員給与費補助金  288,000円 

結核健康診断費県補助金                121,000円 

令和５年12月８日 

公益財団法人滋賀県生活衛生営業

指導センター 

健康医療福祉部生活衛生課 

出資金・出えん金累計額         2,000,000円 

公益財団法人滋賀県生活衛生営業指導センター事業費

補助金（生活衛生関係営業対策事業費） 

26,045,000円 

公益財団法人滋賀県生活衛生営業指導センター事業費

補助金（生活衛生関係営業振興事業補助金） 

4,050,000円 

令和５年12月８日 

公益社団法人びわこビジターズビ

ューロー 

商工観光労働部観光振興局 

公益社団法人びわこビジターズビューロー補助金 

96,386,007円 

観光物産振興事業負担金       75,097,790円 

シガリズムＰＲ推進事業補助金      30,000,000円 

シガリズムコンテンツ創出事業補助金  37,684,173円 

国際観光推進事業補助金       25,828,238円 

シガリズム創出データ活用モデル事業補助金 

8,000,000円 

観光物産ＰＲ推進事業補助金          9,500,000円 

シガリズム観光人材育成・活性化事業補助金 

10,600,000円 

「今こそ滋賀を旅しよう！」宿泊周遊キャンペーン事

業補助金             6,902,133,044円 

ウェルカム滋賀教育旅行誘致事業補助金 

64,130,355円 

ワーケーション推進事業補助金    11,453,268円 

滋賀県安全安心な観光バスツアー補助事業補助金 

115,204,043円 

観光周遊機能構築事業補助金      6,569,000円 

観光サイクル利用促進事業補助金      5,484,000円 

滋賀県誘客経済促進センター（湖南省）管理運営事業

補助金                1,584,000円 

令和５年12月８日 

 

［公の施設の指定管理者］ 

監査実施団体名 

主たる所管課等 
財政的援助等の内容 監査実施年月日 

ＳＰＮグループ※１ 

文化スポーツ部スポーツ課 

令和４年度指定管理料 

滋賀県立アイスアリーナ       23,112,576円 

令和５年12月８日 

ＳＳグループ※２ 令和４年度指定管理料 令和５年12月８日 



 

 

文化スポーツ部スポーツ課 滋賀県立柳が崎ヨットハーバー       356,276円 

公益財団法人伊吹山麓まいばらス

ポーツ文化振興事業団 

文化スポーツ部スポーツ課 

令和４年度指定管理料 

滋賀県立伊吹運動場           2,254,320円 

令和５年12月８日 

特定非営利活動法人滋賀県ライフ

ル射撃協会 

文化スポーツ部スポーツ課 

令和４年度指定管理料 

滋賀県立ライフル射撃場            0円 

令和５年12月８日 

社会福祉法人グロー 

健康医療福祉部障害福祉課 

令和４年度指定管理料 

滋賀県立むれやま荘           79,383,000円 

令和５年12月８日 

社会福祉法人グロー 

健康医療福祉部障害福祉課 

令和４年度指定管理料 

滋賀県立信楽学園          100,330,000円 

令和５年12月８日 

Ｓｅｉｆ※３ 

商工観光労働部中小企業支援課 

令和４年度指定管理料 

滋賀県立草津ＳＯＨＯビジネスオフィス 4,568,115円 

令和５年12月８日 

※１ ＳＰＮグループ 

構成員：公益財団法人滋賀県スポーツ協会、株式会社パティネレジャーおよび株式会社ナショナルメンテナ

ンス 

※２ ＳＳグループ 

構成員：公益財団法人滋賀県スポーツ協会および特定非営利活動法人滋賀県セーリング連盟 

※３ Ｓｅｉｆ 

構成員：株式会社アダムスセキュリティおよび株式会社メディアエージェンシー 

（注１） 令和５年 12 月８日の監査実施は書面監査による。 

（注２） 公益財団法人滋賀県スポーツ協会、ＳＰＮグループおよびＳＳグループの監査については、地方自治法

第 199 条の２の規定により、奥博監査委員を除斥した。 

（注３） 総務部長の職務に係る事項の監査については、地方自治法第 199 条の２の規定により、河瀬隆雄監査委

員を除斥した。 

 

５ 監査結果 

１から４までの記載事項のとおり監査した限り、重要な点において、監査の対象となった財政的援助団体等の当

該財政的援助等に係る出納その他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われていることが認められた。 

 

６ 意見 

５の監査結果に添えて、次のとおり意見を付す。 

 

(1) 長期経営計画を踏まえた第４期中期経営改善計画の適切な目標設定について（一般社団法人滋賀県造林公社） 

一般社団法人滋賀県造林公社（以下、「公社」という。）においては、経営改善に向けた取組を着実に進めるた

め、一般社団法人滋賀県造林公社の健全な経営の確保のための県の特別な関与に関する条例（以下、「条例」と

いう。）に基づき、平成 23 年度に長期経営計画（以下、「長期計画」という。）を、５年ごとに中期経営改善計画

（以下、「中期計画」という。）を策定することとなっている。また、条例において、「知事は、公社に対し、毎

事業年度終了後、事業の実施状況その他規則で定める経営に関する事項について自ら評価を行い、その結果を報

告するよう求めるもの」とされており、公社からの報告に対して、県は、必要な指導または助言を行った内容に

ついて、議会に報告されている。 

長期計画は、平成 23 年度から令和 50 年度までの期間における長期の経営見通しおよび目標に関する計画で

あり、中期計画は長期計画の目標を達成するため必要な事項を定めた５年を１期とする経営の改善に関する計画

である。 

中期計画は長期計画に基づく５年ごとの短期的な実施計画として位置づけられているものであることから、

中期計画で掲げられる目標数値は長期計画の目標数値を前提に設定されるべきものと考える。 

しかしながら、中期計画において設定されている数値目標のうち、例えば分収造林事業の収益について、長期

計画の目標数値の約 10 分の１程度の数値で目標設定されている。 

さらに令和５年度からは、旧びわ湖造林公社分の伐採も開始されており、今後、分収造林事業収益の長期計画

との乖離は拡大することが想定される。 



 

 

公社においては、令和７年度に、令和８年度から令和 12 年度を計画期間とする次期中期計画（第４期）を策

定する予定となっている。 

ついては、長期計画を踏まえた次期中期計画の適切な目標設定について、県と連携を密にし、検討を進められ

たい。 

 

 


